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(57)【要約】
【課題】電気特性に優れ、電子材料に好適に利用されるアミン化合物を、安価で、生産性
が高く製造することが可能な優れた製造方法を提供する。
【解決手段】脱離基を有する有機化合物と、原料アミン化合物と、をパラジウム化合物及
びリン化合物存在下で反応させるアミン化合物の製造方法であって、上記リン化合物が、
リン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つにヘテロ原子が結合し、この３つの結合
手が互いに同一の原子を介して結合することがない構造Ａを、分子内に１以上有する、こ
とを特徴とするアミン化合物の製造方法を用いることによって上記課題を解決する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　脱離基を有する有機化合物と、原料アミン化合物と、をパラジウム化合物及びリン化合
物存在下で反応させるアミン化合物の製造方法であって、
　前記リン化合物が、リン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つにヘテロ原子が結
合し、前記３つの結合手が互いに同一の原子を介して結合することがない構造Ａを、分子
内に１以上有する、ことを特徴とするアミン化合物の製造方法。
【請求項２】
　前記ヘテロ原子が、窒素原子、酸素原子、及び硫黄原子のいずれかである、請求項１に
記載のアミン化合物の製造方法。
【請求項３】
　前記構造Ａが下記構造式で示される、請求項１又は２に記載のアミン化合物の製造方法
。
【化１】

（構造式（Ａ１）中、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３は、各々独立して、窒素原子、酸素原子、及び硫
黄原子のいずれかを表し、ｎ１，ｎ２，ｎ３は０又は１の整数であり、ｎ１，ｎ２，ｎ３
がそれぞれ１である場合、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３がとる原子の種類に応じて、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ

３それぞれが有する、リン原子と結合する結合手以外の結合手の数は変化する。）
【請求項４】
　前記構造Ａを分子内に１又は２つ有する、請求項１～３のいずれか１項に記載のアミン
化合物の製造方法。
【請求項５】
　前記リン化合物が、ホスファイト化合物、ホスホロアミダイト化合物、及びトリアミノ
ホスフィン化合物から選ばれる少なくとも１つである、請求項１～４のいずれか１項に記
載のアミン化合物の製造方法。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のアミン化合物の製造方法により製造されることを
特徴とするアミン化合物。
【請求項７】
　電子材料用途に用いられる、請求項６に記載のアミン化合物。
【請求項８】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のアミン化合物の製造方法で製造されたアミン化合
物を含有する感光層を有することを特徴とする電子写真感光体。
【請求項９】
　請求項８に記載の電子写真感光体を使用することを特徴とする感光体カートリッジ。
【請求項１０】
　請求項８に記載の電子写真感光体を使用することを特徴とする画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、アミン化合物の製造法、アミン化合物、電子写真感光体、感光体カートリッ
ジ、及び画像形成装置に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　一般に、電子写真感光体内で用いられる電荷輸送物質としては、高分子電荷輸送材を用
いる場合と、低分子電荷輸送性化合物をバインダーポリマー中に分散溶解する場合とがあ
る。これら、電荷輸送物質としては、これまで多くの有機化合物が提案されている。とり
わけ、芳香族アミン構造を有するアミン化合物は、分子設計が容易で、ホール移動度が高
い等、他の化合物に比べ電子写真特性に優れたものが多いため、その後も数多くの提案が
開示されている。
【０００３】
　しかし、これらアミン化合物を電荷輸送物質に用いた電子写真感光体であっても、感度
特性は必ずしも十分ではなく、繰り返し使用時の電位の変動、低湿度下又は高湿度下での
画像欠陥等、未だ改善すべき点がある。
【０００４】
　電子写真感光体の特性は、電荷輸送物質の構造だけでなく、その製造法にも影響される
。特に残留電位、画像特性の変動に関しては、電荷輸送材物質の製造法の影響が強く現れ
ることがわかっている。これは、純度、不純物のみでは説明できない点もあり、電子写真
特性に優れたアミン化合物の製造法が切に求められている。また、電子写真感光体に限ら
ず、有機電界発光素子（ＥＬ）等に用いる電子材料としても、発光特性に優れたアミン化
合物の製造法が切に求められている。
【０００５】
　一般的に、電子材料に用いられるアミン化合物は、通常、対応する脱離基を有する有機
化合物と原料たる原料アミン化合物との縮合反応で合成される。例えば、対応するヨウ化
ベンゼン類と原料アミン化合物から、銅触媒を用いて合成する方法（Ｕｌｌｍａｎｎ反応
）が知られているが、これらの反応では、多量の銅触媒を使用し、高い反応温度を要し、
反応時間も長い等の理由から、生成物であるアミン化合物の収率が低くなると同時に、電
子写真特性に悪影響を及ぼす着色性の不純物や分解物が副生するため、反応系からのアミ
ン化合物の精製が困難となり、精製に高いコストを要するという問題点があった。
【０００６】
　この改良法として、ピリジン系配位子を用いる技術（例えば、特許文献１を参照）、ホ
スフィン系配位子を用いる技術（例えば、非特許文献１、２を参照）、４級ホスホニウム
化合物を用いる技術（例えば、特許文献２を参照）を銅触媒と共存させて比較的穏和な条
件でアミン化合物を合成する方法が提案されている。しかし、これらの方法を用いて得ら
れたアミン化合物を電子材料として使用するには、精製が比較的困難で、工業的に有利な
方法とは言えなかった。
【０００７】
　ホスフィン系配位子として３級リンを銅化合物と共存させて用いたアミン化合物の合成
法としては、銅化合物／３級リン化合物のモル比が１／２～１／３の範囲で好適であると
考えられており（例えば、非特許文献１を参照）、例えばＣｕ（ＰＰｈ３）３Ｂｒのよう
な錯体の形で触媒として用いている条件が提案されている（例えば、非特許文献２を参照
）。また、近年パラジウム化合物等の白金族金属を触媒とするアミン化合物の合成例が報
告されているが、コストの問題があり、工業的な製造法としては依然満足できるものでは
ない。
【０００８】
　また、特許文献３には、触媒としてＰ（ｉｓｏＢｕＮＣＨ２ＣＨ２）３Ｎを用いて、Ｎ
，Ｎ－ｄｉａｒｙｌａｍｉｎｏｓｔｉｌｂｅｎｅを合成する方法が紹介されている。例え
ば、脱離基を有する有機化合物としてブロモベンゼンを用いた場合には効率良くＮ，Ｎ－
ｄｉａｒｙｌａｍｉｎｏｓｔｉｌｂｅｎｅを製造できるが、置換基を有するブロモベンゼ
ン（例えば、３，５－ジメチルブロモベンゼンや４－メトキシブロモベンゼンなど）やヨ
ードベンゼンを用いた場合には、Ｎ，Ｎ－ｄｉａｒｙｌａｍｉｎｏｓｔｉｌｂｅｎｅ以外
にビニル基とも反応したＮ，Ｎ－ｄｉａｒｙｌ－４－［２－ａｒｙｌｅｔｈｅｎｙｌ］ｂ



(4) JP 2010-47552 A 2010.3.4

10

20

30

40

50

ｅｎｚｅｎａｍｉｎｅも混合物として得られる。また反応剤のアミン化合物としてアミノ
スチルベン以外の記載がなく、一般性に乏しい。
【特許文献１】特開平９－３２３９５８号公報
【特許文献２】国際公開第２００４－２４６７０号パンフレット
【特許文献３】米国特許出願公開第２００６／０２２４０１７号明細書
【非特許文献１】Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ、２００３年、ｐ．
２４６０．
【非特許文献２】Ｔｅｔｒａｈｅｄｒｏｎ　Ｌｅｔｔｅｒｓ、２００１年、４２巻、　ｐ
．４７９１．
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、上記問題点を改善するためになされたものである。すなわち、本発明の目的
は、電気特性に優れ、電子材料に好適に利用されるアミン化合物を、安価で、生産性が高
く製造することが可能な優れた製造方法を提供することにある。本発明の他の目的は、上
記製造方法で製造されたアミン化合物を提供することにある。本発明のさらに他の目的は
、上記アミン化合物を用いた、電気特性や画像形成特性に優れた電子写真感光体、この電
子写真感光体を用いた感光体カートリッジ、及び画像形成装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、上記問題点を改善するため鋭意検討した結果、アミン化合物を製造する
際に特定の構造を有するリン化合物を用いることによって、電気特性に優れ、電子写真感
光体、この電子写真感光体を用いた感光体カートリッジ、及び画像形成装置の材料として
有効に使用できるアミン化合物を、安価で、生産性が高く製造することが可能な優れた製
造方法、該方法により製造されたアミン化合物を見出し本発明に到達した。
【００１１】
　すなわち本発明の要旨は、脱離基を有する有機化合物と、原料アミン化合物と、をパラ
ジウム化合物及びリン化合物存在下で反応させるアミン化合物の製造方法であって、前記
リン化合物が、リン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つにヘテロ原子が結合し、
前記３つの結合手が互いに同一の原子を介して結合することがない構造Ａを、分子内に１
以上有する、ことを特徴とするアミン化合物の製造方法に存する。
【００１２】
　本発明の他の要旨は、上記製造方法により製造されることを特徴とするアミン化合物に
存する。本発明のさらに他の要旨は、上記製造方法で製造されたアミン化合物を含有する
感光層を有することを特徴とする電子写真感光体に存する。本発明のさらに他の要旨は、
上記電子写真感光体を使用することを特徴とする感光体カートリッジに存する。そして、
本発明のさらに他の要旨は、上記電子写真感光体を使用することを特徴とする画像形成装
置に存する。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、電気特性に優れ、電子材料に好適に利用されるアミン化合物を、安価
で、生産性が高く製造することが可能な優れた製造方法を提供することができる。また、
本発明によれば、上記製造方法で製造されたアミン化合物を提供することができる。さら
に、本発明によれば、上記アミン化合物を用いた、電気特性や画像形成特性に優れた電子
写真感光体、この電子写真感光体を用いた感光体カートリッジ、及び画像形成装置を提供
することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下、本発明を実施するための最良の形態について詳細に説明する。ただし、本発明は
、以下の実施の形態に限定されるものではなく、その要旨の範囲内で任意に変形して実施
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することができる。
【００１５】
　［アミン化合物の製造方法］
　本発明のアミン化合物の製造方法は、脱離基を有する有機化合物と、原料アミン化合物
と、をパラジウム化合物及びリン化合物存在下で反応させるアミン化合物の製造方法であ
って、上記リン化合物が、リン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つにヘテロ原子
が結合し、上記３つの結合手が互いに同一の原子を介して結合することがない構造Ａを、
分子内に１以上有する、ことを特徴とする。以下、本発明のアミン化合物の製造方法を構
成する各要素について説明する。
【００１６】
　（リン化合物）
　リン化合物は、リン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つにヘテロ原子が結合し
、上記３つの結合手が互いに同一の原子を介して結合することがない構造Ａを、分子内に
１以上有する。こうしたリン化合物はリガンド（配位子）として機能すると考えられる。
本発明においては、リン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つにヘテロ原子が結合
する構造Ａを採用しているので、このヘテロ原子を介して結合する基（具体的には有機基
）に様々な構造を有するものを採用することができる。その結果、リガンドとして採用で
きる構造の幅が広がり、触媒のチューニングが容易になるため、電気特性に優れ、電子材
料に好適に利用されるアミン化合物を、安価で、生産性が高く製造することが可能な優れ
た製造方法を提供することができる。さらに、リン原子が有する３つの結合手の１つだけ
ではなく、２つさらには３つそれぞれにヘテロ原子が結合することによって、リン化合物
の構造によりバリエーションをさらに持たせることができるので、触媒のチューニングが
より行いやすくなる。
【００１７】
　こうしたリン化合物は、空気中で安定である傾向が強い。すなわち、既存のホスフィン
化合物、例えばトリ－ｔｅｒｔ－ブチルホスフィン等は、空気中で酸化されやすく、また
融点が室温付近であるために扱いにくい等の欠点がある。これに対して、後述するように
、本発明のリン化合物として好ましく用いることができるホスファイト化合物やホスホロ
アミダイト化合物等は空気中で安定である。このため、より簡便にアミン化合物を製造す
ることができる。さらに、ホスファイト化合物やホスホロアミダイト化合物等に代表され
る本発明のリン化合物は、ホスフィン化合物に比べて合成が容易であるため、反応基質に
よって低収率であった場合においても、触媒のチューニングが容易となる利点がある。
【００１８】
　また、トリフェニルホスフィン等の既存のホスフィン化合物は、アミン化合物の製造に
際して、用いることができる脱離基を有する有機化合物が制限される。具体的には、リガ
ンドとしてトリフェニルホスフィンを用いた場合には、脱離基を有する有機化合物として
、活性の高いヨウ素で置換されたベンゼン類（ヨウ化ベンゼン類）を採用することは可能
であるが、活性に劣る臭素で置換されたベンゼン類（臭化ベンゼン類）では反応が進みに
くい傾向にある。これに対して、本発明のリン化合物では、脱離基を有する有機化合物と
してヨウ素で置換されたベンゼン類（ヨウ化ベンゼン類）及び臭素で置換されたベンゼン
類（臭化ベンゼン類）のいずれも好適に用いることができるという利点がある。
【００１９】
　そして、本発明のリン化合物が有する構造Ａは、リン原子が有する３つの結合手が互い
に同一の原子を介して結合することがない。これを、例示をもって説明すれば、リン化合
物が、リン原子が有する３つの結合手にそれぞれヘテロ原子が結合し、この３つのヘテロ
原子にさらに有機基がそれぞれ結合した構造をとった場合に、これら３つの有機基のそれ
ぞれの末端が、窒素原子等の同一の原子を介して結合する等の複雑な構造を取ることはな
い。その結果、リン化合物の合成が工業的に行いやすい上、アミン化合物の製造に際して
反応時間を短くしやすくなる。
【００２０】
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　本発明のリン化合物においては、リン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つに結
合するヘテロ原子が、窒素原子、酸素原子、及び硫黄原子のいずれかであることが好まし
く、酸素原子又は窒素原子のいずれかであることがより好ましい。こうしたヘテロ原子を
用いることにより、ヘテロ原子を介して様々な有機基をリン原子と結合させることが可能
となり、リガンド設計の自由度が高くなる。例えば、ヘテロ原子として酸素を用いれば、
リンの水酸化物と、所定の有機基に結合させた水酸基と、の脱水反応によりリン化合物を
合成することができるので、様々な有機基を酸素を介してリン原子に結合させることがで
きるようになる。
【００２１】
　本発明のリン化合物が有する構造Ａは、下記構造式で示されることが好ましい。
【００２２】
【化１】

【００２３】
　構造式（Ａ１）中、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３は、各々独立して、窒素原子、酸素原子、及び硫
黄原子のいずれかを表し、ｎ１，ｎ２，ｎ３は０又は１の整数であり、ｎ１，ｎ２，ｎ３
がそれぞれ１である場合、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３がとる原子の種類に応じて、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ

３それぞれが有する、リン原子と結合する結合手以外の結合手の数は変化する。
【００２４】
　構造式（Ａ１）中、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３は、各々独立して、窒素原子、酸素原子、及び硫
黄原子のいずれかを表すが、酸素原子又は窒素原子のいずれかであることがより好ましい
。こうしたヘテロ原子を用いることにより、ヘテロ原子を介して様々な有機基をリン原子
と結合させることが可能となり、リガンド設計の自由度が高くなる。
【００２５】
　構造式（Ａ１）中、ｎ１，ｎ２，ｎ３は０又は１の整数である。構造Ａにおいては、リ
ン原子が有する３つの結合手の少なくとも１つにヘテロ原子が結合しているので、ｎ１，
ｎ２，ｎ３の少なくとも１つは１である。そして、ｎ１，ｎ２，ｎ３のうちの少なくとも
２つが１であることが好ましく、ｎ１，ｎ２，ｎ３のすべてが１であることがより好まし
い。リン原子に結合するヘテロ原子の数が多くなるほど、ヘテロ原子を介して結合させる
有機基の自由度が高くなる。
【００２６】
　構造式（Ａ１）中、ｎ１，ｎ２，ｎ３がそれぞれ１である場合、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３がと
る原子の種類に応じて、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３それぞれが有する、リン原子と結合する結合手
以外の結合手の数は変化する。すなわち、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３がそれぞれ独立に酸素原子又
は硫黄原子をとる場合には、リン原子と結合する結合手以外の結合手の数は１つであるが
、Ｘ１，Ｘ２，Ｘ３がそれぞれ独立に窒素原子をとる場合には、リン原子と結合する結合
手以外の結合手の数は２つとなる。
【００２７】
　構造式（Ａ１）としてさらに好ましくは以下の構造を挙げることができる。
【００２８】
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【化２】

【００２９】
　構造式（Ａ１）として、合成のしやすさや工業生産の面から特に好ましいものとして、
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以下の構造を挙げることができる。
【００３０】
【化３】

【００３１】
　構造式（Ａ１）として最も好ましいものとして、以下の構造を挙げることができる。
【００３２】
【化４】

【００３３】
　構造式（Ａ１）中のＸ１，Ｘ２，及びＸ３の有する結合手のうち、リン原子と結合する
結合手以外の結合手に結合する基としては、１価の有機残基を挙げることができる。こう
した有機残基はヘテロ原子を有していてもよい。有機残基としては、例えば、アルキル基
、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、アリールアルキル基、及びアルキルアリー
ル基等を好ましく挙げることができる。有機残基としては、反応性と入手し易さの観点か
ら、より好ましくはアルキル基、アリール基を挙げることができる。アルキル基としては
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。こうしたアルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブ
チル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル
基、２－エチルヘキシル基、及びベンジル基等を挙げることができる。これらアルキル基
のうち、好ましくはメチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、及び
ｔｅｒｔ－ブチル基を用いる。アリール基としては、反応性と入手し易さの観点から、炭
素数６以上３０以下のものを用いることが好ましい。こうしたアリール基としては、フェ
ニル基、ナフチル基、アントリル基、フェナンスリル基、ビフェニル基、及びターフェニ
ル基等を挙げることができる。これらアリール基のうち、好ましくはフェニル基を用いる
。
【００３４】
　構造式（Ａ１）中のＸ１，Ｘ２，及びＸ３の有する結合手のうち、リン原子と結合する
結合手以外の結合手に結合する１価の有機残基は、本発明の要旨の範囲内において、さら
に置換基を有していてもよい。こうした置換基としては、例えば、アルキル基、アルコキ
シ基、アラルキル基、アリール基、アルケニル基、アルキニル基、アリールアルキル基、
アルキルアリール基及び構造Ａ等を好ましく挙げることができる。置換基としては、反応
性と入手し易さの観点から、より好ましくはアルキル基、構造Ａを用いる。アルキル基と
しては、反応性と入手し易さの観点から、炭素数１以上２０以下のものを用いることが好
ましい。こうしたアルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル
基、ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、イソブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ペンチル基、ヘ
キシル基、２－エチルヘキシル基、及びベンジル基等を挙げることができる。これらアル
キル基のうち、好ましくはメチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基
、及びｔｅｒｔ－ブチル基を用い、より好ましくはメチル基、ｔｅｒ－ブチル基を用いる
。また、置換基として構造Ａを用いることにより、本発明のリン化合物が構造Ａを分子内
に２以上有することとなり、構造Ａの多量体を得ることができる。こうした多量体が好ま
しい点については後述する。
【００３５】
　構造式（Ａ１）中のＸ１，Ｘ２，及びＸ３の有する結合手のうち、リン原子と結合する
結合手以外の結合手に結合する１価の有機残基のうち、隣接する有機残基同士については
、互いに結合して環構造を形成してもよい。但し、立体構造が複雑になって反応時間がか
えって長くなる場合があるので、上述のとおり、Ｘ１，Ｘ２，及びＸ３に結合するそれぞ
れの有機残基が同一の原子を介して互いに結合するような構造は採らないようにする。
【００３６】
　本発明のリン化合物は、上記構造Ａを分子内に１以上有する。これにより、活性種とな
る金属錯体の触媒形成がされやすくなる。リン化合物１分子内の構造Ａの個数は、本発明
の要旨の範囲内において特に制限はないが、リン化合物は、上記構造Ａを分子内に１又は
２つ有することが好ましい。これは、単量体又は二量体とすることで、活性の高い錯体触
媒が形成され、反応活性をより高くすることができるからである。
【００３７】
　本発明のリン化合物は、工業生産の観点から、ホスファイト化合物、ホスホロアミダイ
ト化合物、及びトリアミノホスフィン化合物から選ばれる少なくとも１つであることが好
ましい。ホスファイト化合物とは、構造Ａとして下記（構造イ）を有するものである。ホ
スホロアミダイト化合物とは、構造Ａとして下記（構造ロ）を有するものである。トリア
ミノホスフィン化合物とは、構造Ａとして下記（構造ハ）を有するものである。
【００３８】
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【００３９】
　本発明のリン化合物として、さらに好ましく用いることができるホスファイト化合物、
ホスホロアミダイト化合物、及びトリアミノホスフィン化合物を例示すると以下のとおり
となる。なお、下記化合物中、「Ｍｅ」はメチル基を、「Ｂｕｔ」、「ｔＢｕ」はターシ
ャルブチル基を表す。
【００４０】
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【００４１】
　本発明のリン化合物の使用量は、後述するパラジウム化合物のリガンドとして用いる場
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合には、パラジウム化合物１モル当量に対する値で、通常０．０１モル当量以上、好まし
くは０．１モル当量以上、また、通常１００００モル当量以下、好ましくは１００モル当
量以下、さらに好ましくは１０モル当量以下の範囲である。上限を上記範囲内とすれば、
反応の進行を良好に確保しやすくなる上に、反応が完結しやすくなる。また、下限を上記
範囲とすれば、経済的に有利なものとなる。
【００４２】
　（原料アミン化合物）
　本発明において原料として用いる原料アミン化合物は特に制限されないが、通常は１級
又は２級の原料アミン化合物を用いる。
【００４３】
　アミンの窒素原子に結合する有機基の種類は特に制限されないが、炭化水素基が好まし
く、例としては、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、アリールアル
キル基、アルキルアリール基等が挙げられる。２級の原料アミン化合物の場合、アミンの
窒素原子が有する２つの有機基は、互いに同じでも異なっていてもよい。また、これらの
有機基が互いに結合して、環を形成していてもよい。個々の有機基の総炭素数は通常１以
上、また、通常２０以下、好ましくは１５以下の範囲である。
【００４４】
　アリール基の例としては、フェニル基、ナフチル基、ビフェニル基、ピレニル基、フル
オレニル基、アントリル基等が挙げられる。
【００４５】
　アルキル基としては、鎖状アルキル基と環状アルキル基が挙げられるが、いずれであっ
てもよい。鎖状アルキル基の例としては、メチル基、エチル基、プロピル基（ｎ－プロピ
ル基、ｉ－プロピル基）、ブチル基（ｎ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソブチル基、ｓ－
ブチル基）、ペンチル基（ｎ－ペンチル基等）、ヘキシル基（ｎ－ヘキシル基等）等が挙
げられる。環状アルキル基の例としては、シクロペンチル基、シクロヘキシル基等が挙げ
られる。また、これらの鎖状アルキル基と環状アルキル基が結合したものであってもよい
。
【００４６】
　アルケニル基、アルキニル基の例としては、上記例示のアルキル基において、炭化水素
鎖上の１又は２以上の炭素－炭素結合を二重結合又は三重結合として得られる基が挙げら
れる。具体的には、ビニル基（エテニル基）、プロペニル基（１－プロペニル基、２－プ
ロペニル基）等が挙げられる。
【００４７】
　アリールアルキル基の例としては、上記例示のアルキル基が上記例示の１又は２以上の
アリール基によって置換された基が挙げられる。具体的には、ベンジル基、フェニルエチ
ル基等が挙げられる。
【００４８】
　アルキルアリール基の例としては、上記例示のアリール基が上記例示の１又は２以上の
アルキル基によって置換された基が挙げられる。具体的には、トリル基（ｏ－トリル基、
ｍ－トリル基、ｐ－トリル基）、キシリル基（３，４－キシリル基等）等が挙げられる。
【００４９】
　なお、これらの有機基は、本発明の要旨の範囲において、更に置換基を有していてもよ
い。置換基の種類は、本発明の要旨の範囲内であれば特に制限されないが、例としては、
ハロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、臭素原子等）；ヒドロキシル基；ニトロ基；シア
ノ基；カルボニルオキシ基；カルボキシル基；スルホン酸基；アミノ基；アルキル基；ア
ルケニル基；アルキニル基；アリール基；複素環基（含硫黄複素環基、含酸素複素環基、
含窒素複素環基等）；アルコキシ基；アリールオキシ基；アルキルチオ基；アリールチオ
基；カルボン酸エステル基；スルホン酸エステル基；置換シリル基（トリメチルシリル基
等）；置換アミノ基；アミド基等が挙げられる。なお、上記の有機基がこれらの置換基を
有する場合には、その置換基を含めた有機基全体の炭素数が、上記規定の範囲内となるこ
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とが好ましい。
【００５０】
　中でも、製造されるアミン化合物の電気特性を向上させる観点から、原料アミン化合物
としては、炭化水素基としてアリール基やアルキルアリール基を有するもの、即ち、アリ
ールアミン化合物が好ましく、特にアニリン誘導体が好ましい。
【００５１】
　但し、以上はあくまでも例示であって、反応に使用する原料アミン化合物は、製造する
アミン化合物及び併用する脱離基を有する有機化合物の構造を考慮して、適切なものを適
宜選択すればよい。
【００５２】
　（脱離基を有する有機化合物）
　本発明に用いられる脱離基を有する有機化合物の種類は特に制限されないが、好ましく
は、ハロゲン原子が炭化水素基に結合したハロゲン化炭化水素（以下、ハロゲン化合物と
いう場合がある。）を用いる。ハロゲン原子の種類は特に制限されない。例としては、フ
ッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子が挙げられる。中でも、臭素原子又はヨウ素
原子が好ましい。
【００５３】
　ハロゲン化合物１分子当たりのハロゲン原子数は特に制限されず、１でも２以上でもよ
いが、得られるアミン化合物の電子材料としての実用性の面からは、１～３が好ましい。
分子当たりのハロゲン原子数が２以上の場合、複数のハロゲン原子は同一であってもよく
、互いに異なっていてもよいが、化合物の製造の容易さの観点からは、同一であることが
好ましい。
【００５４】
　炭化水素基の種類は特に制限されず、例えば１価や２価の炭化水素基を挙げることがで
きる。１価の炭化水素基の例としては、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、シク
ロアルキル基、アリール基、アリールアルキル基、アルキルアリール基、アリールアルキ
ルアリール基、アルキルアリールアルキル基等が挙げられる。また、２価以上の炭化水素
基の例としては、上述の１価の炭化水素基から１以上の水素原子を省いて得られるものが
挙げられる。個々の炭化水素基の炭素数は通常１以上、また、通常３０以下、好ましくは
２０以下の範囲である。
【００５５】
　アリール基、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリールアルキル基、アルキ
ルアリール基の具体例としては、例えば、原料アミン化合物について先に例示したものと
同様の基が挙げられる。また、シクロアルキル基の具体例としては、例えば、原料アミン
化合物に用いるアルキル基で説明した環状アルキル基として例示したものを用いることが
できる。
【００５６】
　アルキルアリールアルキル基の具体例としては、例えば、上記例示のアリールアルキル
基が更に上記例示の１又は２以上のアルキル基によって置換された基が挙げられる。
【００５７】
　アリールアルキルアリール基の具体例としては、例えば、上記例示のアルキルアリール
基が更に上記例示の１又は２以上のアリール基によって置換された基が挙げられる。
【００５８】
　また、２価の炭化水素基としては、これらの１価の例示基から更に１つの水素原子を省
くことにより誘導される２価の基が好ましい。
【００５９】
　中でも、製造されるアミン化合物の電気特性を向上させる観点から、１価の炭化水素基
としては、アリール基、アリールアルキル基、又はアリールアルキルアリール基が特に好
ましく、２価の炭化水素基としては、これらの基から誘導される基が好ましい。
【００６０】
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　なお、これらの炭化水素基は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において、更に置換基を
有していてもよい。置換基の種類は、本発明の趣旨を逸脱しないものであれば特に制限さ
れないが、例としては、原料アミン化合物について先に例示したものと同様の基が挙げら
れる。
【００６１】
　脱離基を有する有機化合物としては、ヨウ化炭化水素又は臭化炭化水素が好ましく、ヨ
ウ化アリール誘導体又は臭化アリール誘導体がさらに好ましく、ヨウ化ベンゼン類、臭化
ベンゼン類が特に好ましい。ヨウ化ベンゼン類としては、ヨードベンゼンが最も好ましく
、臭化ベンゼン類としては、ブロモベンゼンが最も好ましい。
【００６２】
　但し、以上はあくまでも例示であって、反応に使用する脱離基を有する有機化合物は、
製造するアミン化合物及び併用する原料アミン化合物の構造を考慮して、適切なものを適
宜選択すればよい。
【００６３】
　（原料アミン化合物と脱離基を有する有機化合物との関係）
　原料アミン化合物と脱離基を有する有機化合物との組み合わせは特に限定されるもので
はなく、所望のアミン化合物の構造に応じて適切な組み合わせを選択すればよい。例えば
、後に例示するトリアリールアミン化合物を製造する場合、好ましい組み合わせの例とし
ては、ジアリールアミン化合物とアリールモノハライドとの組み合わせ、ジアリールアミ
ン化合物とアリールジハライドとの組み合わせ、アリールアミン化合物とアリールモノハ
ライドとの組み合わせ、（ジ）アルキルアミン化合物とアルキルハライドとの組み合わせ
等が挙げられる。また、原料アミン化合物と脱離基を有する有機化合物との配合比も、所
望のアミン化合物の構造やその合成量に応じて適切な比率とすればよい。
【００６４】
　（パラジウム化合物）
　本発明のアミン化合物の製造方法においては、パラジウム化合物は、通常金属触媒とし
て用いられる。
【００６５】
　パラジウム化合物としては、特に制限はないが、例えば、ヘキサクロルパラジウム（Ｉ
Ｖ）酸ナトリウム四水和物、ヘキサクロルパラジウム（ＩＶ）酸カリウム四水和物等の四
価パラジウム化合物類；塩化パラジウム（ＩＩ）、臭化パラジウム（ＩＩ）、酢酸パラジ
ウム（ＩＩ）、パラジウムアセチルアセトナート（ＩＩ）、ジクロロビス（ベンゾニトリ
ル）パラジウム（ＩＩ）、ジクロルビス（トリフェニルホスフィン）パラジウム（ＩＩ）
、ジクロロテトラミンパラジウム（ＩＩ）、ジクロロ（シクロオクタ－１，５－ジエン）
パラジウム（ＩＩ）等の二価パラジウム化合物類；トリス（ジベンジリデンアセトン）二
パラジウム（０）、トリス（ジベンジリデンアセトン）二パラジウムクロロホルム錯体（
０）、テトラキス（トリフェニルホスフィン）パラジウム（０）等のパラジウム化合物類
等が挙げられる。これらの中でも、酢酸パラジウム（ＩＩ）、塩化パラジウム（ＩＩ）が
好ましく、電気特性を鑑みた場合、酢酸パラジウム（ＩＩ）が特に好ましい
【００６６】
　金属触媒としてのパラジウム化合物は、反応促進のため、リガンドを有することが好ま
しい。本発明においては、リガンドとして上記説明したリン化合物を用いる。こうしたリ
ン化合物を用いる利点については上述のとおりであるので、説明の重複を避けるためここ
での説明は省略する。
【００６７】
　パラジウム化合物の使用量は、上述のリン化合物をリガンドとして用いる場合には、原
料アミン化合物１モル当量に対する値で、通常０．０００００１モル当量以上、好ましく
は０．０００１モル当量以上、また、通常５０モル当量以下、好ましくは１０モル当量以
下、さらに好ましくは５モル当量以下の範囲である。上限を上記範囲内とすれば、反応の
進行を良好に確保しやすくなる上に、反応が完結しやすくなる。また、下限を上記範囲と
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すれば、経済的に有利なものとなる。
【００６８】
　（塩基）
　本発明の製造方法においては、反応系に塩基を共存させることが好ましい。塩基の種類
は特に限定されないが、通常は各種の金属塩が用いられる。
【００６９】
　金属塩は、無機塩と有機塩とに分けられる。無機塩としては、アルカリ金属の無機塩と
、その他一般金属の無機塩とが挙げられるが、アルカリ金属の無機塩が好ましい。アルカ
リ金属の無機塩としては、炭酸カリウム、炭酸ナトリウム、炭酸セシウム、リン酸三カリ
ウム、リン酸三ナトリウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等が挙げられる。
【００７０】
　有機塩は、反応速度の向上という観点から用いることが好ましい。こうした有機塩とし
て、金属アルコキシドをさらに好ましく挙げることができる。金属アルコキシドとしては
、アルカリ金属を含むものと、その他一般金属を含むものとが挙げられるが、アルカリ金
属を含むものが特に好ましい。その例としては、ナトリウムメトキシド、ナトリウムエト
キシド、ナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド、カリウムメトキシド、カリウムエトキシド、
カリウムｔｅｒｔ－ブトキシド、リチウムメトキシド、リチウムエトキシド、リチウムｔ
ｅｒｔ－ブトキシド、リチウムｎ－ブトキシド、ナトリウムフェノキシド、カリウムフェ
ノキシド、リチウムフェノキシド等が挙げられる。これらの中でも、ナトリウムメトキシ
ド、ナトリウムエトキシド、ナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド、カリウムメトキシド、カ
リウムエトキシド、カリウムｔｅｒｔ－ブトキシドが好ましい。中でも、反応速度の向上
という観点からは、ナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド又はカリウムｔｅｒｔ－ブトキシド
がより好ましく、コスト面及び反応制御性の面からは、ナトリウムメトキシドが特に好ま
しい。
【００７１】
　塩基の使用量は、原料アミン化合物１モル当量に対する値で、通常０．５モル当量以上
、好ましくは１．０モル当量以上、また、通常２モル当量以下、好ましくは１．５モル当
量以下、さらに好ましくは１．３モル当量以下の範囲である。上限を上記範囲内とすれば
、反応の進行を良好に確保しやすくなる上に、反応が完結しやすくなる。また、下限を上
記範囲内とすれば、経済的に有利で、かつ副生物の生成も抑制され、電気特性の観点から
も好ましいものとなる。
【００７２】
　（水素化物）
　本発明の製造方法においては、反応系に水素化物を共存させることが好ましい。用いる
ことができる水素化物は任意であるが、通常、共有結合性の水素化物以外の水素化物を用
いる。例としては塩型水素化物、金属水素化物等が挙げられる。これらのうち、安定性に
おいては塩型水素化物が好ましく、反応性においては金属水素化物が好ましい。中でも、
アルカリ金属の水素化物、アルカリ土類金属の水素化物が好ましく、アルカリ金属の水素
化物が特に好ましい。
【００７３】
　アルカリ金属の水素化物としては、例えば、水素化リチウム、水素化アルミニウムリチ
ウム、水素化ナトリウム、水素化ホウ素ナトリウム、水素化カリウム、水素化セシウム等
が挙げられる。アルカリ土類金属の水素化物としては、例えば、水素化マグネシウム、水
素化カルシウム等が挙げられる。これらの中でも、水素化ナトリウム、水素化カリウムが
好ましく、水素化ナトリウムが特に好ましい。
【００７４】
　水素化物の使用量は、反応に使用する原料（原料アミン化合物、脱離基を有する有機化
合物）や併用する金属触媒等の成分によっても異なり、特に制限するものではないが、一
般的には、原料アミン化合物１モルに対し、通常０．１モル当量以上、好ましくは０．５
モル当量以上、さらに好ましくは０．８モル当量以上、特に好ましくは１モル当量以上、
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また、通常２モル当量以下、好ましくは１．６モル当量以下、さらに好ましくは１．３モ
ル当量以下、含有させる。下限を上記範囲とすれば、反応が良好に進行しやすくなる上に
、副生成物の生成も抑制しやすくなり、得られるアミン化合物の着色も抑制しやすくなる
。また、上限を上記範囲とすれば、生産性を確保しやすい上に、副生成物の生成も抑制し
やすくなり、得られるアミン化合物の着色も抑制しやすくなる。
【００７５】
　（溶媒）
　原料アミン化合物と脱離基を有する有機化合物との反応は、通常は溶媒の存在下に実施
される。反応用の溶媒としては、原料（原料アミン化合物、脱離基を有する有機化合物）
を好適に溶解又は分散でき、かつこれらの原料、パラジウム化合物、及びリン化合物等の
反応成分に対して不活性な有機溶媒であれば、任意の有機溶媒を使用することができる。
【００７６】
　中でも、原料に対する溶解性の点からは、反応用溶媒として、芳香族系有機溶媒又はエ
ーテル系有機溶媒を用いることが好ましく、芳香族系有機溶媒を用いるのがより好ましい
。芳香族系有機溶媒の中では、トルエン、キシレン、トリメチルベンゼン等のアルキル置
換ベンゼン化合物や、テトラリン等の縮合環系芳香族化合物が好ましい。一方、エーテル
系有機溶媒としては、ジメチルエーテル（ＤＭＥ）、テトラヒドロフラン（ＴＨＦ）、モ
ノグライム、ジグライム、トリグライム、ジオキサン等が好ましい。その他、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルホルムアミド（ＤＭＦ）、ジクロロメタン、Ｎ－メチルピロリドン等を用いること
も好ましい。
【００７７】
　反応用溶媒を用いる場合、その使用量は特に制限されないが、全原料（原料アミン化合
物及び脱離基を有する有機化合物）に対する重量比の値で、通常３０重量％以上、好まし
くは５０重量％以上、また、通常１０００重量％以下、好ましくは５００重量％以下の範
囲である。上記下限の範囲とすれば、原料等の分散性が良好になりやすく、反応が進行し
やすくなる。また、上記上限の範囲とすれば、反応速度を確保しやすく、製造コストの上
昇も抑えることができ産業上有利となる。
【００７８】
　（合成反応）
　反応を行なう手順は特に制限されないが、通常は反応容器中で、パラジウム化合物、リ
ン化合物、及び必要に応じて塩基や水素化物、溶媒の存在下で、脱離基を有する有機化合
物と、原料アミン化合物とを反応させればよい。
【００７９】
　個々の成分を加える順序は特に制限されない。例えば、原料アミン化合物と脱離基を有
する有機化合物とを溶媒の存在下で混合して反応系溶液を作製し、この反応系溶液にパラ
ジウム化合物、リン化合物、及び必要に応じて用いられる塩基や水素化物を加えて反応を
開始させればよい。また、例えば、パラジウム化合物とリン化合物とを溶媒の存在下で混
合させた後、これに原料アミン化合物、脱離基を有する有機化合物、及び必要に応じて用
いられる塩基や水素化物を加えて反応を開始させてもよい。
【００８０】
　また、合成反応時に塩基として金属アルコキシドを用いる場合には、反応を効率的に進
める観点から、系中に発生する塩基由来の低沸点成分を系外に早期に、強制的に排出する
ことも有効である。排出を行なうには窒素フローを用いると有効である。合成反応を窒素
フロー（窒素流通）下で行なう場合、その窒素流通量は、反応容器の体積に対して、１分
当たり通常０．０００１％以上、好ましくは０．００１％以上、また、通常５％以下、好
ましくは３％以下の範囲である。利用する窒素は高純度のものが好ましいが、安価製造の
為には、液体窒素から発生する窒素を利用しても構わない。
【００８１】
　反応時の温度は特に制限されないが、通常１００℃以上、好ましくは１４０℃以上、ま
た、通常２５０℃以下、好ましくは２００℃以下の範囲である。反応時の温度の下限を上
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記範囲とすることにより、反応速度を確保しやすく、原料を完全に反応させやすくなる。
また、反応時の温度の上限を上記範囲とすることにより、副生成物の生成を抑制しやすく
なり、得られるアミン化合物の純度も高く、精製が容易となりやすい。
【００８２】
　反応時間は特に制限されないが、反応が終点に達するまで（即ち、ほぼ全ての原料が反
応して、残存する原料が実質的に無くなるまで）行えばよい。反応が終点に達したか否か
は、高速液体クロマトグラフィー等の手法により確認することができる。
【００８３】
　反応終了後、反応系溶液から過剰の塩基等を除去するために、濾過等の方法により分離
することが好ましい。また、精製水を用いて溶媒分画することによって、無機成分を除去
することもできる。
【００８４】
　反応系溶液から粗生成物を得るには、例えば、反応系溶媒を冷却する方法、或いは反応
系溶媒とは混和するが粗生成物の溶解度は低い溶媒を加えて粗生成物を固体化し、これを
濾過して分離する方法等が挙げられる。
【００８５】
　［アミン化合物］
　本発明のアミン化合物は、上記説明した製造方法により製造される。こうして得られた
アミン化合物は、電気特性に優れ、電子材料用途に好ましく用いられる。電子材料用途と
しては、特に制限はないが、例えば、有機ＥＬ（Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｅｌｅｃｔｒｏ－Ｌｕ
ｍｉｎｅｓｃｅｎｃｅ）用の材料や、電子写真感光体用の材料を挙げることができる。特
に、本発明のアミン化合物を電子写真感光体用の材料に用いたときに、その効力を顕著に
発揮しやすくなる。
【００８６】
　本発明の効果が顕著に現れるアミン化合物としては、トリアリールアミン系化合物を例
示することができる。こうしたトリアリールアミン系化合物の具体例としては例えば、一
般式（１）ないし（２）で表される構造が挙げられる。
【００８７】

【化７】

【００８８】
　一般式（１）及び一般式（２）中、Ａ～Ｉで表わされる環は、それぞれ独立して、置換
基を有してもよい芳香族環を表わす。該芳香族環としては、芳香族環を含むものであれば
ナフタレン環、ピレン環のような、縮合環であっても、アズレン環、フルオレン環のよう
な芳香族環以外の環を含むものであっても構わない。好ましい芳香族環としては、ベンゼ
ン環が挙げられる。個々の芳香族環が有していてもよい置換基の種類は特に制限されない
。こうした置換基の種類としては、例えば、原料アミン化合物の説明において例示した各
種の置換基も挙げられるが、炭化水素基、アルコキシ基、アリールオキシ基が好ましい。
炭化水素基の例としては、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、アリ
ールアルキル基、アルキルアリール基等が挙げられる。炭化水素基の炭素数は、通常１以
上、また、通常２０以下、好ましくは１０以下の範囲である。炭化水素基として、アルキ
ル基を用いることが好ましい。アルキル基の例としてはメチル基、エチル基、ｎ－プロピ
ル基等の直鎖状アルキル基、イソプロピル基等の分岐アルキル基、シクロヘキシル基等の
環状アルキル基が挙げられ、炭素数は通常１以上、また、通常２０以下、好ましくは１０
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以下の範囲である。アルコキシ基の例としては、メトキシ基、エトキシ基等が挙げられ、
炭素数は、通常１以上、また、通常２０以下、好ましくは１０以下の範囲である。アリー
ルオキシ基の例としては、フェノキシ基、ナフトキシ基等が挙げられ、炭素数は、通常６
以上、また、通常２５以下、好ましくは２０以下の範囲である。これらの置換基の中でも
電子写真感光体の特性を考慮すると、炭化水素基、アルコキシ基が好ましい。より好まし
くは、炭素数３以下のアルキル基、炭素数３以下のアルコキシ基であり、アリールアミン
化合物の電荷輸送能の面から、メチル基、エチル基、メトキシ基がより好ましく、メチル
基、メトキシ基がさらに好ましい。
【００８９】
　これらの置換基は、本発明の趣旨を逸脱しない範囲において、更に他の有機基により置
換されていても構わない。この有機基の例としては、原料アミン化合物の説明において例
示した各種の置換基が挙げられる。
【００９０】
　個々のベンゼン環が有する置換基の数は、通常０～４、中でも０～２の範囲が好ましい
。複数の置換基を有する場合は、これらが互いに連結基を介して、又は直接結合して環構
造を形成しても構わない。
【００９１】
　以下に、本発明の製造方法によって製造され、電子材料用途に用いられるアミン化合物
の具体例（より具体的には、トリアリールアミン系化合物の例示）を示すが、本発明の製
造方法によって製造されるアミン化合物は、これらの例に限定されるものではない。
【００９２】
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【００９３】
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【００９４】
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【化１１】

【００９６】
　これらの中でも、本発明の効果が特に顕著に現れる例としては、テトラフェニルベンジ
ジン構造を有するもの、トリフェニルアミン構造を有するもの等が挙げられる。
【００９７】
　また、上に例示したトリアリールアミン系化合物や、その他の各種のアミン化合物の合
成過程における中間体を製造するために、本発明の製造方法を用いてもよい。
【００９８】
　本発明の製造方法により得られたアミン化合物は、各種の電気特性に優れている。これ
は、アミン化合物の電気特性に影響を及ぼす不純物の含有率が低いためであると考えられ
る。よって、煩雑な分離・精製の作業を行なわなくとも、そのまま或いは簡単な精製操作
を加えただけで、各種の電子材料として使用することができる。こうした電子材料の具体
的な用途としては、前述のとおり、有機ＥＬ素子等の表示素子に用いられる材料、電子写
真感光体の感光層に用いられる材料等、有機材料に所望の電気特性が必要とされる用途を
挙げることができる。
【００９９】
　中でも、上に例示したものに代表されるトリアリールアミン系化合物（以下、適宜「本
発明のトリアリールアミン化合物」と略称する。）は、電荷輸送物質として、電子写真感
光体の感光層等に好適に用いることが可能である。そこで、以下、本発明のアミン化合物
の適用例として、本発明のアミン化合物を用いた、電子写真感光体及び画像形成装置の詳
細について説明する。
【０１００】
　［電子写真感光体］
　本発明の電子写真感光体は、上記説明した製造方法で製造されたアミン化合物を含有す
る感光層を有する。より具体的には、本発明の電子写真感光体は、導電性支持体上に感光
層が設けられたものであって、本発明のアミン化合物を、感光層中に含有するものである
。特に、上に説明したトリアリールアミン系化合物（本発明のトリアリールアミン化合物
）を、電荷輸送物質として感光層中に含有することが好ましい。
【０１０１】
　導電性支持体としてアルミニウム合金等の金属材料を用いた場合、陽極酸化処理を施し
てから用いてもよい。陽極酸化処理を施す場合、公知の方法により封孔処理を施すのが望
ましい。例えば、クロム酸、硫酸、シュウ酸、ホウ酸、スルファミン酸等の酸性浴中で、
陽極酸化処理することにより陽極酸化被膜が形成されるが、硫酸中での陽極酸化処理がよ
り良好な結果を与える。硫酸中での陽極酸化の場合、硫酸濃度は１００～３００ｇ／ｌ、
溶存アルミニウム濃度は２～１５ｇ／ｌ、液温は１５～３０℃、電解電圧は１０～２０Ｖ
、電流密度は０．５～２Ａ／ｄｍ２の範囲内に設定されるのが好ましいが、前記条件に限
定されるものではない。
【０１０２】
　このようにして形成された陽極酸化被膜に対して、封孔処理を行うことが好ましい。封
孔処理は、公知の方法で行なえばよいが、例えば、主成分としてフッ化ニッケルを含有す
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る水溶液中に浸漬させる低温封孔処理、あるいは主成分として酢酸ニッケルを含有する水
溶液中に浸漬させる高温封孔処理を施すのが好ましい。
【０１０３】
　上記低温封孔処理の場合に使用されるフッ化ニッケル水溶液濃度は、適宜選べるが、３
～６ｇ／ｌの範囲で使用された場合、より好ましい結果が得られる。また、封孔処理をス
ムーズに進めるために、処理温度としては、通常２５℃以上、好ましくは３０℃以上、ま
た、通常４０℃以下、好ましくは３５℃以下の範囲で、また、フッ化ニッケル水溶液ｐＨ
は、通常４．５以上、好ましくは５．５以上、また、通常６．５以下、好ましくは６．０
以下の範囲で処理するのがよい。ｐＨ調節剤としては、シュウ酸、ホウ酸、ギ酸、酢酸、
水酸化ナトリウム、酢酸ナトリウム、アンモニア水等を用いることができる。処理時間は
、被膜の膜厚１μｍあたり１～３分の範囲で処理することが好ましい。なお、被膜物性を
更に改良するためにフッ化コバルト、酢酸コバルト、硫酸ニッケル、界面活性剤等をフッ
化ニッケル水溶液に添加しておいてもよい。次いで水洗、乾燥して低温封孔処理を終える
。前記高温封孔処理の場合の封孔剤としては、酢酸ニッケル、酢酸コバルト、酢酸鉛、酢
酸ニッケル－コバルト、硝酸バリウム等の金属塩水溶液を用いることができるが、特に酢
酸ニッケルを用いるのが好ましい。酢酸ニッケル水溶液を用いる場合の濃度は５～２０ｇ
／ｌの範囲内で使用するのが好ましい。処理温度は通常８０℃以上、好ましくは９０℃以
上、また、通常１００℃以下、好ましくは９８℃以下の範囲で、また、酢酸ニッケル水溶
液のｐＨは５．０～６．０の範囲で処理するのが好ましい。ここでｐＨ調節剤としてはア
ンモニア水、酢酸ナトリウム等を用いることができる。処理時間は１０分以上、好ましく
は１５分以上処理するのが好ましい。なお、この場合も被膜物性を改良するために酢酸ナ
トリウム、有機カルボン酸、アニオン系、ノニオン系界面活性剤等を酢酸ニッケル水溶液
に添加してもよい。更に、塩類を含まない高温水や高温水蒸気等により処理してもよい。
次いで水洗、乾燥して高温封孔処理を終える。平均膜厚が厚い場合には、封孔液の高濃度
化、高温・長時間処理により強い封孔条件を必要とする。従って生産性が悪くなると共に
、被膜表面にシミ、汚れ、粉ふきといった表面欠陥を生じ易くなる。このような点から、
陽極酸化被膜の平均膜厚は通常２０μｍ以下、特に７μｍ以下で形成されることが好まし
い。
【０１０４】
　支持体表面は、平滑であってもよいし、特別な切削方法を用いたり、研磨処理したりす
ることにより、粗面化されていてもよい。また、支持体を構成する材料に適当な粒径の粒
子を混合することによって、粗面化されたものであってもよい。また、安価化のためには
切削処理を施さず、引き抜き管をそのまま使用することも可能である。特に引き抜き加工
、インパクト加工、しごき加工等の非切削アルミニウム支持体を用いる場合、処理により
、表面に存在した汚れや異物等の付着物、小さな傷等が無くなり、均一で清浄な支持体が
得られるので好ましい。
【０１０５】
　導電性支持体と感光層との間には、接着性・ブロッキング性等の改善のため、下引き層
を設けてもよい。下引き層としては、樹脂、樹脂に金属酸化物等の粒子を分散したもの等
が用いられる。
【０１０６】
　下引き層に用いる金属酸化物粒子の例としては、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化
珪素、酸化ジルコニウム、酸化亜鉛、酸化鉄等の１種の金属元素を含む金属酸化物粒子、
チタン酸カルシウム、チタン酸ストロンチウム、チタン酸バリウム等の複数の金属元素を
含む金属酸化物粒子が挙げられる。一種類の粒子のみを用いてもよいし複数の種類の粒子
を混合して用いてもよい。これらの金属酸化物粒子の中で、酸化チタン及び酸化アルミニ
ウムが好ましく、特に酸化チタンが好ましい。酸化チタン粒子は、その表面に、酸化錫、
酸化アルミニウム、酸化アンチモン、酸化ジルコニウム、酸化珪素等の無機物、又はステ
アリン酸、ポリオール、シリコーン等の有機物による処理を施されていてもよい。酸化チ
タン粒子の結晶型としては、ルチル、アナターゼ、ブルッカイト、アモルファスの何れも
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用いることができる。複数の結晶状態のものが含まれていてもよい。
【０１０７】
　また、金属酸化物粒子の粒径としては、種々のものが利用できるが、中でも特性及び液
の安定性の面から、平均一次粒径として通常１ｎｍ以上、特に１０ｎｍ以上、また、通常
１００ｎｍ以下、特に５０ｎｍ以下の範囲が好ましい。
【０１０８】
　下引き層は、金属酸化物粒子をバインダー樹脂に分散した形で形成するのが望ましい。
下引き層に用いられるバインダー樹脂としては、例えば、フェノキシ、エポキシ、ポリビ
ニルピロリドン、ポリビニルアルコール、カゼイン、ポリアクリル酸、セルロース類、ゼ
ラチン、デンプン、ポリウレタン、ポリイミド、ポリアミド等が挙げられる。これらは単
独で用いてもよく、二以上を任意の組み合わせで用いてもよい。また、硬化剤と共に硬化
した形で使用してもよい。中でも、アルコール可溶性の共重合ポリアミド、変性ポリアミ
ド等は、良好な分散性・塗布性を示すので好ましい。
【０１０９】
　下引き層に用いられるバインダー樹脂に対する無機粒子の添加比は任意に選択すればよ
いが、通常は１０重量％以上、５００重量％以下の範囲で使用することが、分散液の安定
性、塗布性の面で好ましい。
【０１１０】
　下引き層の膜厚は任意に選ぶことができるが、感光体特性及び塗布性を向上させる観点
 から、通常は０．１μｍ以上、２０μｍ以下の範囲が好ましい。また、下引き層には、
公知の酸化防止剤等を添加してもよい。
【０１１１】
　導電性支持体上に形成される感光層の型式としては、電荷発生物質と電荷輸送物質とが
同一層に存在し、バインダー樹脂中に分散された単層型と、電荷発生物質がバインダー樹
脂中に分散された電荷発生層及び電荷輸送物質がバインダー樹脂中に分散された電荷輸送
層の二層からなる積層型とが挙げられるが、何れであってもよい。一般に電荷輸送物質は
、単層型でも積層型でも、電荷移動機能としては同等の性能を示すことが知られている。
【０１１２】
　電荷発生物質としては、例えばセレン及びその合金、硫化カドミウム、その他の無機系
光導電材料や、フタロシアニン顔料、アゾ顔料、ジチオケトピロロピロール顔料、スクア
レン（スクアリリウム）顔料、キナクリドン顔料、インジゴ顔料、ペリレン顔料、多環キ
ノン顔料、アントアントロン顔料、ベンズイミダゾール顔料等の有機顔料等、各種の光導
電材料が使用できる。中でも有機顔料が好ましい。
【０１１３】
　電荷発生物質として有機顔料を使用する場合、これらの微粒子を、例えばポリビニルア
セテート、ポリアクリル酸エステル、ポリメタクリル酸エステル、ポリエステル、ポリカ
ーボネート、ポリビニルアセトアセタール、ポリビニルプロピオナール、ポリビニルブチ
ラール、フェノキシ樹脂、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、セルロースエステル、セルロー
スエーテル等の各種バインダー樹脂で結着した形で使用する。有機顔料の使用比率は、積
層型感光体の場合、バインダー樹脂１００重量部に対して通常３０重量部以上、５００重
量部以下の範囲で使用され、その膜厚は通常０．１μｍ以上、好ましくは０．１５μｍ以
上、また、通常１μｍ以下、好ましくは０．６μｍ以下の範囲が好適である。また、単層
型感光体の場合は、バインダー樹脂１００重量部に対して通常０．１重量部以上、好まし
くは１重量部以上、また、通常３０重量部以下、好ましくは１０重量部以下の範囲で使用
される。
【０１１４】
　電荷発生物質として有機顔料を使用する場合、特にフタロシアニン顔料又はアゾ顔料が
好ましい。フタロシアニン顔料は、比較的長波長のレーザー光に対して高感度の感光体が
得られる点で、また、アゾ顔料は、白色光及び比較的短波長のレーザー光に対し十分な感
度を持つ点で、それぞれ優れている。
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　電荷発生物質としてフタロシアニン化合物を用いる場合、具体的には、無金属フタロシ
アニン、銅、インジウム、ガリウム、錫、チタン、亜鉛、バナジウム、シリコン、ゲルマ
ニウム等の金属、又はその酸化物、ハロゲン化物、水酸化物、アルコキシド等の配位した
フタロシアニン類の各種結晶型が使用される。特に、感度の高い結晶型であるＸ型、τ型
無金属フタロシアニン、Ａ型（別称β型）、Ｂ型（別称α型）、Ｄ型（別称Ｙ型）等のチ
タニルフタロシアニン（別称：オキシチタニウムフタロシアニン）、バナジルフタロシア
ニン、クロロインジウムフタロシアニン、II型等のクロロガリウムフタロシアニン、Ｖ型
等のヒドロキシガリウムフタロシアニン、Ｇ型，Ｉ型等のμ－オキソ－ガリウムフタロシ
アニン二量体、II型等のμ－オキソ－アルミニウムフタロシアニン二量体が好適である。
なお、これらのフタロシアニンの中でも、Ａ型（β型）、Ｂ型（α型）及びＤ型（Ｙ型）
チタニルフタロシアニン、II型クロロガリウムフタロシアニン、Ｖ型ヒドロキシガリウム
フタロシアニン、Ｇ型μ－オキソ－ガリウムフタロシアニン二量体等が特に好ましい。
【０１１６】
　また、フタロシアニン類の中でも、ＣｕＫα特性Ｘ線に対するＸ線回折スペクトルのブ
ラッグ角（２θ±０．２°）が、２７．２°に主たる回折ピークを示すオキシチタニウム
フタロシアニン、９．３°，１３．２°，２６．２°及び２７．１°に主たる回折ピーク
を示すオキシチタニウムフタロシアニン、９．２，１４．１，１５．３，１９．７，２７
．１°に主たる回折ピークを有するジヒドロキシシリコンフタロシアニン、８．５°，１
２．２°，１３．８°，１６．９°，２２．４°，２８．４°及び３０．１°に主たる回
折ピークを示すジクロロスズフタロシアニン、７．５°，９．９°，１２．５°，１６．
３°，１８．６°，２５．１°及び２８．３°に主たる回折ピークを示すヒドロキシカリ
ウムフタロシアニン、並びに、７．４°，１６．６°，２５．５°及び２８．３°に回折
ピークを示すクロロガリウムフタロシアニンが好ましい。これらの中でも、２７．２°に
主たる回折ピークを示すオキシチタニウムフタロシアニンが特に好ましく、この場合、９
．５°、２４．１°及び２７．２°に主たる回折ピークを示すオキシチタニウムフタロシ
アニンがとりわけ好ましい。
【０１１７】
　フタロシアニン化合物は単一の化合物のもののみを用いてもよいし、いくつかの混合あ
るいは混晶状態でもよい。ここでのフタロシアニン化合物ないしは結晶状態に置ける混合
状態として、それぞれの構成要素を後から混合して用いてもよいし、合成、顔料化、結晶
化等のフタロシアニン化合物の製造・処理工程において混合状態を生じさせたものでもよ
い。このような処理としては、酸ペースト処理・磨砕処理・溶剤処理等が知られている。
混晶状態を生じさせるためには、特開平１０－４８８５９号公報記載のように、２種類の
結晶を混合後に機械的に摩砕、不定形化した後に、溶剤処理によって特定の結晶状態に変
換する方法が挙げられる。
【０１１８】
　電荷発生物質としてアゾ顔料を使用する場合、具体例としては、モノアゾ、ビスアゾ、
トリスアゾ、ポリアゾ類等が挙げられるが、中でも、従来公知の各種のビスアゾ顔料、ト
リスアゾ顔料が好適に用いられる。好ましいアゾ顔料の例を以下に示す。
【０１１９】
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【化１２】

【０１２０】
　電荷輸送物質としては、上述した本発明のアミン化合物を用いる。より好ましくは、本
発明のトリアリールアミン化合物を用いる。こうしたアミン化合物は、何れか１種を単独
で用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせ及び比率で用いてもよい。
【０１２１】
　また、本発明のアミン化合物に加えて、公知の他の電荷輸送物質を併用してもよい。他
の電荷輸送物質を併用する場合、その種類は特に制限されないが、例えばカルバゾール誘
導体、ヒドラゾン化合物、芳香族アミン誘導体、スチルベン誘導体、ブタジエン誘導体及
びこれらの誘導体が複数結合されたものが好ましい。更に具体的には、特開平２－２３０
２５５号、特開昭６３－２２５６６０号、特開昭５８－１９８０４３号、特公昭５８－３
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２３７２号、及び特公平７－２１６４６号の各公報に記載の化合物が好ましく使用される
。
【０１２２】
　感光層の形成に際しては、膜強度確保のために、バインダー樹脂が使用される。この場
合、感光層は上記電荷輸送物質等とバインダーポリマーを溶剤に溶解あるいは分散して得
られる塗布液を塗布、乾燥して得ることができる。バインダー樹脂としては、例えばブタ
ジエン、スチレン、酢酸ビニル、塩化ビニル、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステ
ル、ビニルアルコール、エチルビニルエーテル等のビニル化合物の重合体及び共重合体、
ポリビニルブチラール、ポリビニルホルマール、部分変性ポリビニルアセタール、ポリカ
ーボネート、ポリエステル、ポリアリレート、ポリアミド、ポリウレタン、セルロースエ
ーテル、フェノキシ樹脂、ケイ素樹脂、エポキシ樹脂、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール樹
脂等が挙げられる。このうちポリカーボネート、ポリアリレートが特に好ましい。なお、
これらは適当な硬化剤等を用いて熱、光等により架橋させて用いることもできる。これら
のバインダーは２種類以上をブレンドして用いることもできる。
【０１２３】
　バインダー樹脂と電荷輸送物質との割合は、単層型・積層型ともに、バインダー樹脂１
００重量部に対して通常２０重量部以上、更に残留電位低減の観点から３０部以上が好ま
しく、更に繰り返し使用した際の安定性、電荷移動度の観点から、４０部以上がより好ま
しい。また、一方で感光層の熱安定性の観点から、通常は１５０重量部以下、更に電荷輸
送物質とバインダー樹脂の相溶性の観点から好ましくは１１０重量部以下、更に耐刷性の
観点から８０重量部以下がより好ましく、耐傷性の観点からは７０重量部以下が最も好ま
しい。また、電荷輸送層の膜厚は通常５μｍ以上、通常５０μｍ以下の範囲、長寿命化、
画像安定性の観点からは１０μｍ以上、４５μｍ以下の範囲が好ましく、高解像度化の観
点からは１０μｍ以上、３０μｍ以下の範囲がより好ましい。
【０１２４】
　なお、感光層には成膜性、可撓性、塗布性、耐汚染性、耐ガス性、耐光性等を向上させ
るために周知の酸化防止剤、可塑剤、紫外線吸収剤、電子吸引性化合物、レベリング剤等
の添加物を含有させてもよい。
【０１２５】
　単層型感光体の場合には、上記のような配合比の電荷輸送媒体中に、更に前出の電荷発
生物質が分散される。その場合の電荷発生物質の粒子径は充分小さいことが必要であり、
好ましくは１μｍ以下、より好ましくは０．５μｍ以下で使用される。感光層内に分散さ
れる電荷発生物質の量は、少な過ぎると充分な感度が得られない一方で、多過ぎると帯電
性の低下・感度の低下等の弊害があることから、通常０．５重量％以上、好ましくは１重
量％以上、また、通常５０重量％以下、好ましくは２０重量％以下の範囲で使用される。
単層型感光層の膜厚は、通常５μｍ以上、好ましくは１０μｍ以上、また、通常１００μ
ｍ以下、好ましくは５０μｍ以下の範囲である。
【０１２６】
　積層型又は単層型の感光層の上に、感光層の損耗を防止したり、帯電器等から発生する
放電生成物等による感光層の劣化を防止・軽減する目的で、保護層を設けてもよい。
【０１２７】
　なお、感光体の表面に当たる層には、感光体表面の摩擦抵抗や摩耗を軽減する目的で、
フッ素系樹脂、シリコーン樹脂等を含有させてもよい。また、これらの樹脂からなる粒子
や無機化合物の粒子を含有させてもよい。
【０１２８】
　塗布液の作製に用いられる溶媒又は分散媒としては、例えば、メタノール、エタノール
、プロパノール、２－メトキシエタノール等のアルコール類、テトラヒドロフラン、１，
４－ジオキサン、ジメトキシエタン等のエーテル類、ギ酸メチル、酢酸エチル、等のエス
テル類、アセトン、メチルエチルケトン、シクロヘキサノン、４－メチル－４－メトキシ
－２－ペンタノン等のケトン類、ベンゼン、トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素類、
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ジクロロメタン、クロロホルム、１，２－ジクロロエタン、１，１，２－トリクロロエタ
ン、１，１，１－トリクロロエタン、テトラクロロエタン、１，２－ジクロロプロパン、
トリクロロエチレン等の塩素化炭化水素類、ｎ－ブチルアミン、イソプロパノールアミン
、ジエチルアミン、トリエタノールアミン、エチレンジアミン、トリエチレンジアミン等
の含窒素化合物類、アセトニトリル、Ｎ－メチルピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムア
ミド、ジメチルスルホキシド等の非プロトン性極性溶剤類等が挙げられる。これらは単独
で用いてもよく、２種以上を任意の組み合わせで併用してもよい。
【０１２９】
　なお、塗布液又は分散液の作製において、単層型感光層、及び、積層型感光層の電荷輸
送層の場合には、固形分濃度を好ましくは１０重量％以上、また、好ましくは４０重量％
以下、更に好ましくは３５重量％以下の範囲とすると共に、粘度を好ましくは５０ｃｐｓ
以上、また、好ましくは４００ｃｐｓ以下の範囲とし、積層型感光層の電荷発生層の場合
には、固形分濃度を好ましくは１重量％以上、また、好ましくは１５重量％以下、更に好
ましくは１０重量％以下の範囲とし、粘度を好ましくは０．１ｃｐｓ以上、また、好まし
くは１０ｃｐｓ以下の範囲とする。
【０１３０】
　なお、以上の説明では、本発明のアミン化合物を電荷輸送物質として用いた場合につい
て説明したが、本発明のアミン化合物の含有形態はこれに制限されるものではなく、様々
な目的で感光層に含有させることが可能である。例えば、上記の例示化合物（Ｔ－２８）
等は、感光層の酸化防止剤として用いることができる。
【０１３１】
　［画像形成装置］
　本発明の画像形成層値は、上記説明した電子写真感光体を使用するものである。次に、
本発明の電子写真感光体を用いた画像形成装置の実施の形態について、装置の要部構成を
示す図１を用いて説明する。但し、実施の形態は以下の説明に限定されるものではなく、
本発明の要旨を逸脱しない限り任意に変形して実施することができる。
【０１３２】
　図１に示すように、画像形成装置は、電子写真感光体１、帯電装置２、露光装置３及び
現像装置４を備えて構成され、更に、必要に応じて転写装置５、クリーニング装置６及び
定着装置７が設けられる。
【０１３３】
　電子写真感光体１は、上述した本発明の電子写真感光体であれば特に制限はないが、図
１ではその一例として、円筒状の導電性支持体の表面に上述した感光層を形成したドラム
状の感光体を示している。この電子写真感光体１の外周面に沿って、帯電装置２、露光装
置３、現像装置４、転写装置５及びクリーニング装置６がそれぞれ配置されている。
【０１３４】
　帯電装置２は、電子写真感光体１を帯電させるもので、電子写真感光体１の表面を所定
電位に均一帯電させる。図１では帯電装置２の一例としてローラ型の帯電装置（帯電ロー
ラ）を示しているが、他にもコロトロンやスコロトロン等のコロナ帯電装置、帯電ブラシ
等の接触型帯電装置等がよく用いられる。
【０１３５】
　なお、電子写真感光体１及び帯電装置２は、多くの場合、この両方を備えたカートリッ
ジ（以下適宜、感光体カートリッジという）として、画像形成装置の本体から取り外し可
能に設計されている。ここで、感光体カートリッジの電子写真感光体１として本発明の電
子写真感光体を使用している。そして、例えば電子写真感光体１や帯電装置２が劣化した
場合に、この感光体カートリッジを画像形成装置本体から取り外し、別の新しい感光体カ
ートリッジを画像形成装置本体に装着することができるようになっている。また、後述す
るトナーについても、多くの場合、トナーカートリッジ中に蓄えられて、画像形成装置本
体から取り外し可能に設計され、使用しているトナーカートリッジ中のトナーが無くなっ
た場合に、このトナーカートリッジを画像形成装置本体から取り外し、別の新しいトナー
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カートリッジを装着することができるようになっている。更に、電子写真感光体１、帯電
装置２、トナーが全て備えられたカートリッジを用いることもある。
【０１３６】
　露光装置３は、電子写真感光体１に露光を行なって電子写真感光体１の感光面に静電潜
像を形成することができるものであれば、その種類に特に制限はない。具体例としては、
ハロゲンランプ、蛍光灯、半導体レーザーやＨｅ－Ｎｅレーザー等のレーザー、ＬＥＤ等
が挙げられる。また、感光体内部露光方式によって露光を行なうようにしてもよい。露光
を行なう際の光は任意であるが、例えば波長が７８０ｎｍの単色光、波長６００ｎｍ～７
００ｎｍのやや短波長寄りの単色光、波長３８０ｎｍ～５００ｎｍの短波長の単色光等で
露光を行なえばよい。
【０１３７】
　現像装置４は、その種類に特に制限はなく、カスケード現像、一成分導電トナー現像、
二成分磁気ブラシ現像等の乾式現像方式や、湿式現像方式等の任意の装置を用いることが
できる。図１では、現像装置４は、現像槽４１、アジテータ４２、供給ローラ４３、現像
ローラ４４、及び、規制部材４５からなり、現像槽４１の内部にトナーＴを貯留している
構成となっている。また、必要に応じ、トナーＴを補給する補給装置（図示せず）を現像
装置４に付帯させてもよい。この補給装置は、ボトル、カートリッジ等の容器からトナー
Ｔを補給することが可能に構成される。
【０１３８】
　供給ローラ４３は、導電性スポンジ等から形成される。現像ローラ４４は、鉄、ステン
レス鋼、アルミニウム、ニッケル等の金属ロール、又はこうした金属ロールにシリコーン
樹脂、ウレタン樹脂、フッ素樹脂等を被覆した樹脂ロール等からなる。この現像ローラ４
４の表面には、必要に応じて、平滑加工や粗面加工を加えてもよい。
【０１３９】
　現像ローラ４４は、電子写真感光体１と供給ローラ４３との間に配置され、電子写真感
光体１及び供給ローラ４３に各々当接している。供給ローラ４３及び現像ローラ４４は、
回転駆動機構（図示せず）によって回転される。供給ローラ４３は、貯留されているトナ
ーＴを担持して、現像ローラ４４に供給する。現像ローラ４４は、供給ローラ４３によっ
て供給されるトナーＴを担持して、電子写真感光体１の表面に接触させる。
【０１４０】
　規制部材４５は、シリコーン樹脂やウレタン樹脂等の樹脂ブレード、ステンレス鋼、ア
ルミニウム、銅、真鍮、リン青銅等の金属ブレード、又はこうした金属ブレードに樹脂を
被覆したブレード等により形成されている。この規制部材４５は、現像ローラ４４に当接
し、ばね等によって現像ローラ４４側に所定の力で押圧（一般的なブレード線圧は５～５
００ｇ／ｃｍ）される。必要に応じて、この規制部材４５に、トナーＴとの摩擦帯電によ
りトナーＴに帯電を付与する機能を具備させてもよい。
【０１４１】
　アジテータ４２は、回転駆動機構によってそれぞれ回転されており、トナーＴを攪拌す
ると共に、トナーＴを供給ローラ４３側に搬送する。アジテータ４２は、羽根形状、大き
さ等を違えて複数設けてもよい。
【０１４２】
　トナーＴの種類は任意であり、粉状トナーのほか、懸濁重合法や乳化重合法等を用いた
重合トナー等を用いることができる。特に、重合トナーを用いる場合には径が４～８μｍ
程度の小粒径のものが好ましく、また、トナーの粒子の形状も球形に近いものからポテト
状の球形から外れたものまで様々に使用することができる。重合トナーは、帯電均一性、
転写性に優れ、高画質化に好適に用いられる。
【０１４３】
　転写装置５は、その種類に特に制限はなく、コロナ転写、ローラ転写、ベルト転写等の
静電転写法、圧力転写法、粘着転写法等、任意の方式を用いた装置を使用することができ
る。ここでは、転写装置５が電子写真感光体１に対向して配置された転写チャージャー、
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転写ローラ、転写ベルト等から構成されるものとする。この転写装置５は、トナーＴの帯
電電位とは逆極性で所定電圧値（転写電圧）を印加し、電子写真感光体１に形成されたト
ナー像を記録紙（用紙、媒体）Ｐに転写するものである。
【０１４４】
　クリーニング装置６について特に制限はなく、ブラシクリーナー、磁気ブラシクリーナ
ー、静電ブラシクリーナー、磁気ローラクリーナー、ブレードクリーナー等、任意のクリ
ーニング装置を用いることができる。クリーニング装置６は、感光体１に付着している残
留トナーをクリーニング部材で掻き落とし、残留トナーを回収するものである。但し、感
光体表面に残留するトナーが少ないか、ほとんど無い場合には、クリーニング装置６は無
くても構わない。
【０１４５】
　定着装置７は、上部定着部材（加圧ローラ）７１及び下部定着部材（定着ローラ）７２
から構成され、定着部材７１又は７２の内部には加熱装置７３がそなえられている。なお
、図１では、上部定着部材７１の内部に加熱装置７３がそなえられた例を示す。上部及び
下部の各定着部材７１，７２は、ステンレス、アルミニウム等の金属素管にシリコンゴム
を被覆した定着ロール、更にテフロン（登録商標）樹脂で被覆した定着ロール、定着シー
ト等が公知の熱定着部材を使用することができる。更に、各定着部材７１，７２は、離型
性を向上させるためにシリコーンオイル等の離型剤を供給する構成としてもよく、バネ等
により互いに強制的に圧力を加える構成としてもよい。
【０１４６】
　記録紙Ｐ上に転写されたトナーは、所定温度に加熱された上部定着部材７１と下部定着
部材７２との間を通過する際、トナーが溶融状態まで熱加熱され、通過後冷却されて記録
紙Ｐ上にトナーが定着される。
【０１４７】
　なお、定着装置についてもその種類に特に限定はなく、ここで用いたものをはじめ、熱
ローラ定着、フラッシュ定着、オーブン定着、圧力定着等、任意の方式による定着装置を
設けることができる。
【０１４８】
　以上のように構成された電子写真装置では、次のようにして画像の記録が行なわれる。
即ち、まず感光体１の表面（感光面）が、帯電装置２によって所定の電位（例えば－６０
０Ｖ）に帯電される。この際、直流電圧により帯電させてもよく、直流電圧に交流電圧を
重畳させて帯電させてもよい。
【０１４９】
　続いて、帯電された感光体１の感光面を、記録すべき画像に応じて露光装置３により露
光し、感光面に静電潜像を形成する。そして、その感光体１の感光面に形成された静電潜
像の現像を、現像装置４で行なう。
【０１５０】
　現像装置４は、供給ローラ４３により供給されるトナーＴを、規制部材（現像ブレード
）４５により薄層化すると共に、所定の極性（ここでは感光体１の帯電電位と同極性であ
り、負極性）に摩擦帯電させ、現像ローラ４４に担持しながら搬送して、感光体１の表面
に接触させる。
【０１５１】
　現像ローラ４４に担持された帯電トナーＴが感光体１の表面に接触すると、静電潜像に
対応するトナー像が感光体１の感光面に形成される。そしてこのトナー像は、転写装置５
によって記録紙Ｐに転写される。この後、転写されずに感光体１の感光面に残留している
トナーが、クリーニング装置６で除去される。
【０１５２】
　トナー像の記録紙Ｐ上への転写後、定着装置７を通過させてトナー像を記録紙Ｐ上へ熱
定着することで、最終的な画像が得られる。
【０１５３】
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　なお、画像形成装置は、上述した構成に加え、例えば除電工程を行なうことができる構
成としてもよい。除電工程は、電子写真感光体に露光を行なうことで電子写真感光体の除
電を行なう工程であり、除電装置としては、蛍光灯、ＬＥＤ等が使用される。また除電工
程で用いる光は、強度としては露光光の３倍以上の露光エネルギーを有する光である場合
が多い。
【０１５４】
　また、画像形成装置は更に変形して構成してもよく、例えば、前露光工程、補助帯電工
程等の工程を行なうことができる構成としたり、オフセット印刷を行なう構成としたり、
更には複数種のトナーを用いたフルカラータンデム方式の構成としてもよい。
【実施例】
【０１５５】
　以下、本発明を実施例及び比較例によりさらに詳細に説明するが、本発明はその要旨を
逸脱しない限り、以下の実施例に制約されるものではない。なお、下記実施例で「部」と
は「重量部」のことを示す。
【０１５６】
　（実施例１：例示化合物Ｔ－２０の製造）
　上記例示されたアミン化合物のうちの例示化合物Ｔ－２０（トリフェニルアミン）を合
成した。具体的には、２０ｍｌシュレンク管に、室温、窒素下で、パラジウム化合物とし
て酢酸パラジウム０．１ｍｍｏｌ（０．０２ｇ）、リン化合物として例示化合物（Ｌ－１
）０．２ｍｍｏｌ（０．２２ｇ）、及びトルエン７ｍｌを仕込み、バス４０℃で１０分加
熱攪拌した。これに、脱離基を有する有機化合物（臭化ベンゼン類）としてブロモベンゼ
ン６ｍｍｏｌ（０．７９ｇ）、塩基としてナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド（ｔｅｒｔ－
ブトキシナトリウム）を６ｍｍｏｌ（０．６１ｇ）、原料アミン化合物としてジフェニル
アミン５ｍｍｏｌ（０．８５ｇ）を加え、１１０℃で５時間トルエン還流させた。反応式
を以下に示す。
【０１５７】
【化１３】

【０１５８】
　反応液をＧＣ検量した結果、ジフェニルアミン転化率は９６％、トリフェニルアミンは
収率９１％であった。したがって、選択率（収率／転化率）は９５％となる。以上の結果
を表－１に示す。
【０１５９】
　（実施例２～５：例示化合物Ｔ－２０の製造）
　ブロモベンゼンを５ｍｍｏｌ（０．７９ｇ）にしたこと、さらに、リン化合物の種類・
使用量、溶媒の種類、反応温度、及び反応時間を表－１に示すようにしたこと、以外は実
施例１と同様にして合成を行った。ジフェニルアミン転化率、トリフェニルアミン収率、
及び選択率を表－１に示す。
【０１６０】
　（実施例６～１５、比較例１：例示化合物Ｔ－２４の製造）
　上記例示されたアミン化合物のうちの例示化合物Ｔ－２４（Ｎ，Ｎ－ビス（ｐ－メチル
フェニル）アニリン）を合成した。具体的には、原料アミン化合物を４，４’－ジメチル
ジフェニルアミンとし、ブロモベンゼンの使用量を６ｍｍｏｌとしたこと、さらに、パラ
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の種類、反応温度、及び反応時間を表－１に示すようにしたこと、以外は実施例１と同様
にして合成を行った。
【０１６１】
【化１４】

【０１６２】
　４，４’－ジメチルジフェニルアミンの転化率、Ｎ，Ｎ－ビス（ｐ－メチルフェニル）
アニリン収率、選択率を表－１に示す。
【０１６３】
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【表１】

【０１６４】
　（実施例１６：例示化合物Ｔ－２４の製造）
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　脱離基を有する有機化合物（ヨウ化ベンゼン類）をヨードベンゼン６ｍｍｏｌとしたこ
と、以外は実施例１３と同様にして合成を行った。４，４’－ジメチルジフェニルアミン
の転化率、Ｎ，Ｎ－ビス（ｐ－メチルフェニル）アニリン収率、選択率を表－１に示す。
【０１６５】
　（比較例２：例示化合物Ｔ－２４の製造）
　脱離基を有する有機化合物（ヨウ化ベンゼン類）をヨードベンゼン６ｍｍｏｌ、リン化
合物をトリフェニルホスフィン０．８ｍｍｏｌとし、反応時間を５時間としたこと、以外
は実施例１３と同様にして合成を行った。４，４’－ジメチルジフェニルアミンの転化率
、Ｎ，Ｎ－ビス（ｐ－メチルフェニル）アニリン収率、選択率を表－１に示す。
【０１６６】
　（比較例３：例示化合物Ｔ－２４の製造）
　脱離基を有する有機化合物（臭化ベンゼン類）をブロモベンゼン６ｍｍｏｌ、リン化合
物をトリフェニルホスフィン０．８ｍｍｏｌとし、反応時間を５時間としたこと、以外は
実施例１３と同様にして合成を行った。４，４’－ジメチルジフェニルアミンの転化率、
Ｎ，Ｎ－ビス（ｐ－メチルフェニル）アニリン収率、選択率を表－１に示す。
【０１６７】
　（実施例１７：例示化合物Ｔ－１５の製造）
　実施例１６（ホスホロアミダイト＊ヨードベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
チルフェニル）アニリン３５．０部、イソブチルアルデヒド１１．４部、酢酸１３０部、
メタンスルホン酸０．９部を混合し、５５℃で８時間反応させた。反応終了後、析出固体
を分離し、メタノール３０部で洗浄し、減圧下乾燥させることにより、下記構造式（Ｘ）
で表わされるアミン化合物（例示化合物Ｔ－１５）の粗製物３４．８部を得た。得られた
アミン化合物の粗製物１０部をトルエン６０部に溶解させ、２５℃で活性白土を２部添加
し、３０分間６０℃で撹拌した後、保温下濾別した。その後、得られた濾液をメタノール
にて再沈し、減圧下乾燥させることにより、白色粉末で下記構造式（Ｘ）を有する電荷輸
送物質９．８部を得た。
【０１６８】
【化１５】

【０１６９】
　（実施例１８：例示化合物Ｔ－１５の製造）
　実施例１３（ホスホロアミダイト＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
チルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１７と同様の操作を行うことにより
白色粉末で上記構造式（Ｘ）を有する電荷輸送物質９．７部を得た。
【０１７０】
　（比較例４：例示化合物Ｔ－１５の製造）
　比較例２（トリフェニルフォスフィン＊ヨードベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ
－メチルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１７と同様の操作を行うことに
より白色粉末で上記構造式（Ｘ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０１７１】
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　（比較例５：例示化合物Ｔ－１５の製造）
　比較例３（トリフェニルフォスフィン＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ
－メチルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１７と同様の操作を行うことに
より白色粉末で上記構造式（Ｘ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０１７２】
　（実施例１９：例示化合物Ｔ－２９の製造）
　実施例１６（ホスホロアミダイト＊ヨードベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
チルフェニル）アニリン３９．８部、シクロヘキサノン２５．０部、酢酸１３０部、メタ
ンスルホン酸１．０部、トルエン７．０部を混合し、８０℃で１５時間反応させた。反応
終了後、析出固体を分離し、メタノール３０部で洗浄し、減圧下乾燥させることにより、
下記構造式（Ｙ）で表わされるアミン化合物（例示化合物Ｔ－２９）の粗製物４３．３部
を得た。得られたアミン化合物の粗製物１０部をトルエン８０部に溶解させ、２５℃で活
性白土を２部添加し、３０分間６０℃で撹拌した後、保温下濾別した。その後、得られた
濾液をメタノールにて再沈し、減圧下乾燥させることにより、白色粉末で下記構造式（Ｙ
）を有する電荷輸送物質９．７部を得た。
【０１７３】
【化１６】

【０１７４】
　（実施例２０：例示化合物Ｔ－２９の製造）
　実施例１３（ホスホロアミダイト＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
チルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１９と同様の操作を行うことにより
白色粉末で上記構造式（Ｙ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０１７５】
　（比較例６：例示化合物Ｔ－２９の製造）
　比較例２（トリフェニルフォスフィン＊ヨードベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ
－メチルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１９と同様の操作を行うことに
より白色粉末で上記構造式（Ｙ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０１７６】
　（比較例７：例示化合物Ｔ－２９の製造）
　比較例３（トリフェニルフォスフィン＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ
－メチルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１９と同様の操作を行うことに
より白色粉末で上記構造式（Ｙ）を有する電荷輸送物質９．７部を得た。
【０１７７】
　（実施例２１～２４、比較例８～１１：電子写真感光体の評価）
（１）電子写真感光体の製造
　（下引き層の形成）
　平均一次粒子径４０ｎｍのルチル型酸化チタン（石原産業株式会社製「ＴＴＯ５５Ｎ」
）と、該酸化チタンに対して３重量％のメチルジメトキシシラン（東芝シリコーン社製「
ＴＳＬ８１１７」）とを、ヘンシェルミキサーにて混合して得られた表面処理酸化チタン
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５０部と、メタノール１２０部を混合してなる原料スラリー１ｋｇを、直径約１００μｍ
のジルコニアビーズ（株式会社ニッカトー製　ＹＴＺ）を分散メディアとして、ミル容積
約０．１５Ｌの寿工業株式会社製ウルトラアペックスミル（ＵＡＭ－０１５型）を用い、
ロータ周速１０ｍ／秒、液流量１０ｋｇ／時間の液循環状態で１時間分散処理し、酸化チ
タン分散液Ｔ１を作製した。
【０１７８】
　この酸化チタン分散液Ｔ１と、メタノール／１－プロパノール／トルエンの混合溶媒と
、ε－カプロラクタム［下記式（Ａ）で表わされる化合物］／ビス（４－アミノ－３－メ
チルシクロヘキシル）メタン［下記式（Ｂ）で表わされる化合物］／ヘキサメチレンジア
ミン［下記式（Ｃ）で表わされる化合物］／デカメチレンジカルボン酸［下記式（Ｄ）で
表わされる化合物］／オクタデカメチレンジカルボン酸［下記式（Ｅ）で表わされる化合
物］の組成モル比率が、６０％／１５％／５％／１５％／５％からなる共重合ポリアミド
のペレットと、を加熱しながら撹拌、混合してポリアミドペレットを溶解させた。次いで
、このポリアミドペレットの溶解液に対して、出力１２００Ｗの超音波発信器による超音
波分散処理を１時間行った。最後に、ポリアミドペレットの溶解液を、孔径５μｍのＰＴ
ＦＥ製メンブレンフィルター（アドバンテック製　マイテックス　ＬＣ）により濾過し、
表面処理酸化チタン／共重合ポリアミドを重量比が３／１であり、メタノール／１－プロ
パノール／トルエンの混合溶媒の重量比が７／１／２であって、含有する固形分の濃度が
１８．０重量％の下引き層形成用分散液Ａ１を得た。
【０１７９】
【化１７】

【０１８０】
　この下引き層形成用分散液Ａ１に、陽極酸化されていないアルミニウムシリンダー（外
径３０ｍｍ、厚さ１．０ｍｍ、長さ３５１ｍｍ、表面粗さＲａ＝０．０２μｍ）を浸漬し
て、同アルミニウムシリンダーの表面に下引き層形成用分散液Ａ１の塗布膜を浸積塗布に
より形成した。その後、この塗布膜を加熱乾燥して、乾燥後の膜厚が１．５μｍとなるよ
うにして、下引き層を形成した。
【０１８１】
　（電荷発生層の形成）
　電荷発生物質として、オキシチタニウムフタロシアニン結晶（図２に示すようにＣｕＫ
α特性Ｘ線に対するＸ線回折スペクトルにおいてブラック角（２θ±０．２°）に２７．
２°に主たる回折ピークを示す。）を用いた。このオキシチタニウムフタロシアニン結晶
を２０重量部を用い、これを１，２－ジメトキシエタン２８０重量部と混合し、サンドグ
ラインドミルで２時間粉砕して微粒化分散処理を行って微細化処理液を得た。また、１，
２－ジメトキシエタン２５３重量部及び４－メトキシ－４－メチル－２－ペンタノン８５
重量部の混合液に、ポリビニルブチラール（電気化学工業（株）社製、商品名「デンカブ
チラール」＃６０００Ｃ）１０重量部を溶解させて、バインダー液を調製した。
【０１８２】
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　上述の微粒化分散処理により得られた微細化処理液、上述のバインダー液、及び１，２
－ジメトキシエタン２３０重量部を混合して、電荷発生層用塗布液を調製した。この電荷
発生層用塗布液を、前記アルミニウムシリンダー（導電性支持体）上に形成された下引き
層上に、浸漬塗布することにより、乾燥後の膜厚が０．４μｍとなるように塗布し、乾燥
させて電荷発生層を形成した。
【０１８３】
　（電荷輸送層の形成）
　電荷輸送物質として、実施例１７，１８，１９，２０、比較例４，５，６，７で製造し
た電荷輸送物質（例示化合物Ｔ－１５，Ｔ－２９）をそれぞれ用いた。また、バインダー
樹脂としては、以下に示す２，２－ビス（４―ヒドロキシ－３―メチルフェニル）プロパ
ンを芳香族ジオール成分とする繰り返し単位（下記式（ＰＡ）で表わされる単位）５１モ
ル％と、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１－フェニルエタンを芳香族ジオー
ル成分とする繰り返し単位（下記式（ＰＢ）で表わされる単位）４９モル％と、からなり
、ｐ－ｔ－ブチルフェノールに由来する末端構造を有するポリカーボネート樹脂を用いた
。そして、電荷輸送物質５０重量部、バインダー樹脂１００重量部、及びレベリング剤と
してシリコーンオイル０．０３重量部を、テトラヒドロフラン／トルエン（重量比８／２
）混合溶媒６４０重量部に溶解させて電荷輸送層用塗布液を調整した。
【０１８４】
【化１８】

【０１８５】
　この電荷輸送層用塗布液を、上記電荷発生層上に浸漬塗布して、乾燥後の膜厚が２５μ
ｍとなるように塗布膜を形成し、乾燥させて電荷輸送層を形成した。
【０１８６】
　以上の工程を得て、積層型感光層を有する電子写真感光体（感光体番号：感光体Ａ～Ｄ
、感光体ＲＡ～ＲＤ）をそれぞれ製造した。各電子写真感光体の内訳は以下のとおりであ
る。
感光体Ａ（実施例２１：実施例１７の電荷輸送物質使用）
感光体Ｂ（実施例２２：実施例１８の電荷輸送物質使用）
感光体Ｃ（実施例２３：実施例１９の電荷輸送物質使用）
感光体Ｄ（実施例２４：実施例２０の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＡ（比較例８：比較例４の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＢ（比較例９：比較例５の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＣ（比較例１０：比較例６の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＤ（比較例１１：比較例７の電荷輸送物質使用）
【０１８７】
（２）電気特性の評価
　得られた電子写真感光体を、電子写真学会標準に従って作製された電子写真特性評価装
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に装着し、以下の手順に従って、帯電、露光、電位測定、除電のサイクルによる電気特性
の評価を行なった。
【０１８８】
　感光体の初期表面電位が－７００Ｖになるように帯電させ、ハロゲンランプの光を干渉
フィルターで７８０ｎｍの単色光としたものを照射して、表面電位が－３５０Ｖとなる時
の照射エネルギー（半減露光エネルギー：Ｅ１／２）を測定した（μＪ／ｃｍ２）。更に
、除電光として６６０ｎｍのＬＥＤ光を照射し、その後の残留電位（Ｖｒ）を測定した。
また、初期表面電位を－７００Ｖにした後、暗所で５秒間放置した後の表面電位を測定し
、その差を暗減衰（ＤＤ）とした。
【０１８９】
　感光体Ａ～Ｄ，ＲＡ～ＲＤの電気特性の評価結果を表－２に示す。また、対応する電荷
輸送物質の製造条件として、電荷輸送物質の合成に使用したＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メチルフ
ェニル）アニリンを合成する際に使用した脱離基を有する有機化合物、リン化合物の種類
、及び電荷輸送物質の種類を併せて示す。
【０１９０】
　（実施例２５～２８、比較例１２～１５：電子写真感光体の評価）
（１）電子写真感光体の製造
　電荷輸送層に用いるバインダー樹脂を、下記構造式を有する芳香族ジオール成分とする
繰り返し単位（下記式（ＰＣ）で表わされる単位）を有するポリカーボネート樹脂１００
重量部に変更したこと、以外は、実施例２１～２４、比較例８～１１と同様にして電子写
真感光体（感光体番号：感光体Ｅ～Ｈ、感光体ＲＥ～ＲＨ）を製造した。各感光体の内訳
は以下のとおりである。
感光体Ｅ（実施例２５：実施例１７の電荷輸送物質使用）
感光体Ｆ（実施例２６：実施例１８の電荷輸送物質使用）
感光体Ｇ（実施例２７：実施例１９の電荷輸送物質使用）
感光体Ｈ（実施例２８：実施例２０の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＥ（比較例１２：比較例４の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＦ（比較例１３：比較例５の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＧ（比較例１４：比較例６の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＨ（比較例１５：比較例７の電荷輸送物質使用）
【０１９１】
【化１９】

【０１９２】
（２）電気特性の評価
　得られた電子写真感光体の電気特性の評価を実施例２１～２４、比較例８～１１と同様
にして行った。電子写真感光体Ｅ～Ｈ，ＲＥ～ＲＨの電気特性の評価結果を表－２に示す
。また、対応する電荷輸送物質の製造条件として、電荷輸送物質の合成に使用したＮ，Ｎ
－ビス（ｐ－メチルフェニル）アニリンを合成する際に使用した脱離基を有する有機化合
物、リン化合物の種類、及び電荷輸送物質の種類を併せて示す。
【０１９３】
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【表２】

【０１９４】
　（実施例２９，３０、比較例１６，１７：電子写真感光体の評価）



(41) JP 2010-47552 A 2010.3.4

10

20

30

（１）電子写真感光体の製造
　アルミニウムシリンダーを陽極酸化処理したアルミニウムシリンダー（直径３０ｍｍ、
長さ３５１ｍｍ、肉厚１ｍｍ）にしたこと、下引き層を設けなかったこと、電荷輸送層の
膜厚を１８μｍに変更したこと、以外は、実施例２１，２２、比較例８，９と同様にして
電子写真感光体（感光体番号：感光体Ｉ，Ｊ、感光体ＲＩ，ＲＪ）を製造した。各感光体
の内訳は以下のとおりであり、用いた電荷輸送物質と電子写真感光体の感光体番号の対応
を表－３に示す。
感光体Ｉ（実施例２９：実施例１７の電荷輸送物質使用）
感光体Ｊ（実施例３０：実施例１８の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＩ（比較例１６：比較例４の電荷輸送物質使用）
感光体ＲＪ（比較例１７：比較例５の電荷輸送物質使用）
【０１９５】
（２）画像特性（画像メモリ）の評価
　感光体Ｉ，Ｊ、感光体ＲＩ，ＲＪをＡ３印刷対応の市販のタンデム型カラープリンター
（沖データ社製　Ｍｉｃｒｏｌｉｎｅ３０５０ｃ）のシアンドラムカートリッジに装着し
、上記プリンターに装着した。
【０１９６】
　印刷の入力として、Ａ３領域の上部には白地に線太の文字を持ち、中央部から下部にか
けてはハーフトーン部を持ったパターンをパソコンからプリンターに送り、その結果得ら
れる出力画像を目視評価した。
【０１９７】
　実験に使用したＡ３印刷対応の市販のタンデム型カラープリンタープリンター（沖デー
タ社製　Ｍｉｃｒｏｌｉｎｅ３０５０ｃ）においては、光除電プロセスを使用していない
。このため、感光体の性能によっては、上部の文字パターンが感光体にメモリとして記憶
され、次回転の画像形成に影響を及ぼす、つまり、ハーフトーン部にメモリ画像として顕
れるケースがある。本来まったく均一でなければならない部分に、メモリ画像が見えてい
る程度を、メモリ画像が最も見えにくいものをランク１、メモリ画像が最も明確に観察さ
れるものをランク５とした、５段階の目視結果で評価した。そして、このメモリ画像の評
価を、通常環境（２５℃／５０％ＲＨ）での「通常メモリ」と、低温低湿環境（５℃／１
０％ＲＨ）での「低温低湿メモリ」と、の両方の環境で実施した。結果を表－３に示す。
【０１９８】
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【表３】

【０１９９】
　（実施例３１：例示化合物Ｔ－１５の製造）
　実施例６（トリアミノホスフィン＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
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チルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１７と同様の操作を行うことにより
白色粉末で上記構造式（Ｘ）を有する電荷輸送物質９．７部を得た。
【０２００】
　（実施例３２：例示化合物Ｔ－１５の製造）
　実施例８（ホスホロアミダイト＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メチ
ルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１７と同様の操作を行うことにより白
色粉末で上記構造式（Ｘ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０２０１】
　（実施例３３：例示化合物Ｔ－１５の製造）
　実施例１３（ホスホロアミダイト＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
チルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１７と同様の操作を行うことにより
白色粉末で上記構造式（Ｘ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０２０２】
　（実施例３４：例示化合物Ｔ－２９の製造）
　実施例６（トリアミノホスフィン＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
チルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１９と同様の操作を行うことにより
白色粉末で上記構造式（Ｙ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０２０３】
　（実施例３５：例示化合物Ｔ－２９の製造）
　実施例８（ホスホロアミダイト＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メチ
ルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１９と同様の操作を行うことにより白
色粉末で上記構造式（Ｙ）を有する電荷輸送物質９．７部を得た。
【０２０４】
　（実施例３６：例示化合物Ｔ－２９の製造）
　実施例１３（ホスホロアミダイト＊ブロモベンゼン）で得られたＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メ
チルフェニル）アニリンを用いたこと、以外は実施例１９と同様の操作を行うことにより
白色粉末で上記構造式（Ｙ）を有する電荷輸送物質９．８部を得た。
【０２０５】
　（実施例３７～４２：電子写真感光体の評価）
（１）電子写真感光体の製造
　電荷輸送物質として実施例３１～３６で得られたものを用いたこと、以外は、実施例２
１と同様にして電子写真感光体（感光体番号：感光体Ｋ～Ｐ）を製造した。各感光体の内
訳は以下のとおりである。
感光体Ｋ（実施例３７：実施例３１の電荷輸送物質使用）
感光体Ｌ（実施例３８：実施例３２の電荷輸送物質使用）
感光体Ｍ（実施例３９：実施例３３の電荷輸送物質使用）
感光体Ｎ（実施例４０：実施例３４の電荷輸送物質使用）
感光体Ｏ（実施例４１：実施例３５の電荷輸送物質使用）
感光体Ｐ（実施例４２：実施例３６の電荷輸送物質使用）
（２）電気特性の評価
　得られた電子写真感光体の電気特性の評価を実施例２１と同様にして行った。電子写真
感光体Ｋ～Ｐの電気特性の評価結果を表－４に示す。また、対応する電荷輸送物質の製造
条件として、電荷輸送物質の合成に使用したＮ，Ｎ－ビス（ｐ－メチルフェニル）アニリ
ンを合成する際に使用した脱離基を有する有機化合物、リン化合物の種類、及び電荷輸送
物質の種類を、表－４に併せて示す。
【０２０６】
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【表４】

【０２０７】
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　（実施例４３～４５：電子写真感光体の評価）
（１）電子写真感光体の製造
　感光層として実施例３７～３９のものを用いたこと、以外は、実施例２９と同様にして
電子写真感光体（感光体番号：感光体Ｑ～Ｓ）を製造した。各感光体の内訳は以下のとお
りである。
感光体Ｑ（実施例４３：実施例３１の電荷輸送物質使用）
感光体Ｒ（実施例４４：実施例３２の電荷輸送物質使用）
感光体Ｓ（実施例４５：実施例３３の電荷輸送物質使用）
【０２０８】
　（２）画像特性（画像メモリ）の評価
　感光体Ｑ～Ｓの画像メモリを実施例２９と同様にして行った。結果を表－５に示す。
【０２０９】
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【表５】

【０２１０】
　以上の結果から、本発明の製造法を用いたアミン化合物を電荷輸送物質に用いた場合に



(47) JP 2010-47552 A 2010.3.4

10

20

限って、使用原料に依存することなく、電子写真感光体特性が優れ、かつ使用環境に依ら
ずメモリの発現し難い感光体を得ることができることがわかる。
【図面の簡単な説明】
【０２１１】
【図１】本発明の電子写真感光体を用いた画像形成装置の一例を示す模式的な断面図であ
る。
【図２】実施例に用いた電荷発生物質のＸＲＤチャートである。
【符号の説明】
【０２１２】
　１　　電子写真感光体（感光体）
　２　　帯電装置（帯電ローラ）
　３　　露光装置
　４　　現像装置
　５　　転写装置
　６　　クリーニング装置
　７　　定着装置
　４１　現像槽
　４２　アジテータ
　４３　供給ローラ
　４４　現像ローラ
　４５　規制部材
　７１　上部定着部材（定着ローラ）
　７２　下部定着部材（定着ローラ）
　７３　加熱装置
　Ｔ　　トナー
　Ｐ　　記録紙
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